
 

議員提出議案第２号 

 

新型コロナウイルス感染症の後遺症の方々の 

日常を守る取り組みの強化を求める意見書 
 

新型コロナウイルス感染症の罹患者の中で、疲労感・倦怠感などの罹患後症状、いわゆる後遺

症を訴える方が増えている。実際に、倦怠感、呼吸困難感、集中力の低下、記憶力の低下、睡眠

障害など、仕事や学業の継続が困難になる方も多いと言われている。 

後遺症は社会生活上、非常に影響が大きく、例えば、子どもの場合は自分から症状を訴えるこ

とが難しいため、怠けていると捉えられてしまうおそれもある。 

感染拡大から３年が経過し、新型コロナへの向き合い方も変わる中で、後遺症に悩み生活に大

きな影響を受けている方々の治療等の確立は大変に重要な課題である。 

よって政府に対して、新型コロナウイルス感染症の後遺症の方々に寄り添い、一人一人の日常

を守るために、以下の事項について積極的な取り組みを求める。 

 

記 

 

１．新型コロナウイルス感染症の後遺症の発生状況について、非常に近い症状の筋痛性脳脊髄炎

／慢性疲労症候群（ＭＥ／ＣＦＳ）との関連も含めた、実態調査を推進すること。 

２．一部医療機関で実施されている、Ｂスポット療法（ＥＡＴ・上咽頭擦過療法）等の検証を進

めるとともに、療法の標準化により、後遺症に対応できる医療機関や相談窓口を拡充すること。 

３．自己免疫疾患との関連など、新型コロナウイルス感染症による後遺症の原因究明と新たな治

療法の確立に向けた研究予算を確保すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

                 

令和５年３月１７日                                   

                                   堺 市 議 会 

 

内 閣 総 理 大 臣― 

総 務 大 臣――各宛 

 財 務 大 臣― 

 厚 生 労 働 大 臣― 



 

議員提出議案第３号 

 

アスベスト被害を抑える対策の強化を求める意見書 

 

現在、アスベストの健康被害が生じた場合は、「労働者災害補償保険制度（労災保険制度）」に

よる補償や、石綿健康被害救済法や建設アスベスト救済制度による給付金等が支給されている。

しかし、アスベストによる健康被害は今も増え続けており、アスベストの健康被害を受けた方々

からは、一日も早い治療法の確立が求められている。 

また今後は、アスベスト建材の使用ピークから約５０年が経過し、当時建築されたビルや家屋

の老朽化による解体もピークとなる。 

そこで政府においては、今後のアスベストによる健康被害者の治療法の一日も早い確立と、ア

スベスト被害の発生防止に向け、以下の事項に全力で取り組むことを強く求める。 

 

記 

 

１．アスベストによる健康被害者の治療や進行抑制に効果のある研究・開発を促進し、そのため

の安定的な予算を確保すること。 

２．地域の建築物におけるアスベストが含まれる建材の使用の有無の事前調査と解体・処分まで

の追跡調査を強化すること。 

３．改正大気汚染防止法施行による建物の解体などにおける飛散防止対策の実施状況調査を強化

すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

        

令和５年３月１７日                         

                                 堺 市 議 会 

 

内 閣 総 理 大 臣― 

総 務 大 臣― 

厚 生 労 働 大 臣――各宛 

国 土 交 通 大 臣― 

 環 境 大 臣― 

 



 

議員提出議案第４号 

 

地域のグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の促進を求める意見書 

 

気候変動により、世界中で大規模な自然災害が発生するなど、気候変動への対応は今や人類共

通の課題となっている。世界的に脱炭素への機運が高まる中、我が国においても２０３０年度の

温室効果ガス４６％削減、２０５０年のカーボンニュートラル実現という目標を掲げている。 

今こそ、需要サイドにおける徹底した省エネや循環経済の構築と共に、供給サイドにおける再

生可能エネルギー等の普及拡大による、地域のグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）が必

要である。 

よって政府においては、飛躍的な省エネと革新的な創エネによる地域のＧＸで、新しい経済成

長を実現するために、下記の事項に総力をあげて取り組むことを強く要請する。 

 

記 

 

１．各家庭の省エネ促進に向けて、関係省庁で連携して、省エネ効果の高い断熱窓への改修など

住宅の省エネ化や、太陽光発電と蓄電池を組合せた電力の自給自足への支援を強化すること。 

２．天候に左右されて出力変動が起きてしまう再生可能エネルギーの特性を補うため、蓄電池の

大容量化・低コスト化とともに、余剰電気を水素で蓄えること等を可能とするための研究開発

を加速すること。 

３．家庭向けのヒートポンプ給湯器や家庭用燃料電池など、また産業向けの産業用ヒートポンプ

やコージェネレーションなど、熱需要の脱炭素化・熱の有効利用に向けた設備等の導入を促進

すること。 

４．２０３０年代後半に想定される太陽光パネルの大量廃棄に備えて、廃棄や再生の施設整備へ

の投資の促進や、太陽光発電施設の維持管理や更新など、再エネによる電力供給量を確保する

ための制度的措置を検討すること。 

５．「系統整備」には莫大な資金が必要となるため、資金調達等が可能となる環境整備をすること。

さらに、期間短縮や経済合理性や、より効率的な送電システムの整備への技術開発を強化する

こと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月１７日 

堺 市 議 会 

 

内 閣 総 理 大 臣― 

総 務 大 臣― 

 経 済 産 業 大 臣――各宛 

 国 土 交 通 大 臣― 

環 境 大 臣― 



 

議員提出議案第５号 

 

認知症の人も家族も安心な社会の構築を求める意見書 

 

日本における認知症の人の数は推計値で約６００万人を超え、高齢化率の上昇に伴い、今後も

増加が見込まれており、将来を見据えての備えの拡充が求められている。 

今日、認知症の方への介護や医療の分野においては、認知症に対する知識や経験の蓄積や、認

知症を進行させる要因の解明など、大きな進展が見られる。 

また、地域や家庭においては、家族をはじめ周囲の人々の正しい知識と理解のもと、認知症の

人の尊厳と日常を守る、認知症との共生型社会への転換が求められている。 

よって政府において、認知症の人も家族も安心して暮らせる地域の構築のために、また認知症

の人や家族の困難を最小限に抑えるために、以下の事項について特段の取り組みを求める。 

 

記 

 

１．認知症の人に初期の段階から、家族や周囲の人々が、適切に対応するための、認知症サポー

ター等の育成促進や、身近な薬局や介護施設等への相談窓口の開設を支援すること。 

２．認知症の重症化抑制や認知機能の維持のための、当事者や家族との連携を重視しながらの、

薬や対処法等の研究開発体制を強化すること。 

３．認知症グループホームへの低所得者や圏域外の人々も含めた入所の仕組みづくりなど、認知

症の人と家族に寄り添う制度を整備すること。 

４．認知症のリスク低減につながる、生活習慣や栄養補給など、国民の日常をサポートする、知

識や情報を提供する体制を整備すること。 

５．認知症に対する施策を、国と地域が一体となって、総合的かつ総体的に推進するための、「（仮

称）認知症基本法」を整備すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月１７日 

堺 市 議 会 

 

衆 議 院 議 長― 

参 議 院 議 長― 

 内 閣 総 理 大 臣――各宛 

 総 務 大 臣― 

厚 生 労 働 大 臣― 



 

議員提出議案第６号 

                       

LGBTQ+性的少数者への差別を禁止する法律等の 

制定を求める意見書 
 

人が個人の尊厳をもち、権利において平等であることは、日本国憲法において確認されており、

性的指向や性自認による差別が許されないことは当然のことである。 

国連人権理事会における普遍的定期的審査（２００８年、２０１２年、２０１７年）でも、性

的指向及び性自認に基づく差別を撤廃するための措置を講じることが勧告されている。 

昨年はドイツで開催されたＧ７エルマウサミットにおいて、岸田首相もその一員として参加す

る中、首脳宣言では、性的マイノリティも含めた「誰もが差別や暴力から保護されること」への

「完全なコミットメントの再確認」が示された。 

Ｇ７各国のうち、性的マイノリティに関する差別禁止法や、同性カップルの法的保障などがな

いのは今や日本だけとなっている。 

すでに、地方自治体においては２５５自治体が、パートナーシップ制度を導入し、人口にして

６５．２％に及んでいる。 

国も速やかに、性的指向や性自認に関わらず人権を享有することや平等であることを明示する

法律を制定するべきである。 

本市議会は、国会及び政府に対し、誰もが個人として尊重され、差別を許さず、多様性が尊重

される社会をつくるために、性的少数者への差別を禁止する法案の成立、並びに婚姻の平等を実

現する民法改正を行うことを求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

２０２３年３月１７日                             

                                   堺 市 議 会 

 

衆 議 院 議 長― 

参 議 院 議 長― 

 内 閣 総 理 大 臣――各宛 

 総 務 大 臣― 

法 務 大 臣― 



 

議員提出議案第１８号 

 

消費者被害の防止・救済のため、施行５年後見直し規定に基づく 

特定商取引法の抜本的改正を求める意見書 
 

特定商取引法（以下「特商法」という。）の２０１６（平成２８）年改正の際、附則においてい

わゆる５年後見直しが定められた。２０２２（令和４）年１２月に同改正法の施行から５年の経

過を迎える。 

令和４年版消費者白書によると、消費生活相談は８５．２万件でここ１５年ほど高止まりが続

いており、特商法の対象分野の相談は全体の５４．７％にのぼる。そして、訪問販売及び電話勧

誘販売の相談については、６５歳以上の高齢者の相談の割合は６５歳未満の割合の２倍を超え、

高齢者が被害に遭いやすい。さらに、認知症等高齢者においては、訪問販売・電話勧誘販売の相

談が４８．６％を占めている（令和４年版消費者白書）。超高齢社会が進む中、高齢者が悪質商法

のターゲットにされないよう早急な対応が必要である。また、令和４年版消費者白書によると、

インターネット通販に関する相談が世代全体の２７．４％と最多となり、トラブルが増加してい

るが、事業者や勧誘者を特定できない事例も多い。マルチ取引は、２０歳代において高い比率を

占めていて、２０２２（令和４）年４月の成年年齢の引下げにより、１８歳から１９歳を狙った

マルチ被害の増加が予想される。これらの消費者被害に対処するため、国に対して、以下の事項

について特定商取引法の改正を行うよう求める。 

 

記 

 

１．訪問販売や電話勧誘販売について、健全な事業者の営業活動を阻害しないよう留意しつつ、

消費者があらかじめ拒絶の意思を表明した場合には勧誘してはならない制度や事業者の登録

制等を参考に消費者被害防止のための効果的な制度を検討すること。 

２．ＳＮＳ等のインターネットを通じた通信販売の勧誘等につき、行政規制、クーリング・オフ

等を認めること、及び権利を侵害された者はＳＮＳ事業者等に対し、相手方事業者等を特定す

る情報の開示を請求できる制度を導入すること。 

３．連鎖販売取引について、国による登録・確認等の開業規制を導入すること及び規制を強化す

ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和５年９月２８日 

堺 市 議 会 

 

衆 議 院 議 長― 

参 議 院 議 長― 

内 閣 総 理 大 臣― 

 総 務 大 臣――各宛 

 経 済 産 業 大 臣― 

 内 閣 官 房 長 官― 

内閣府特命担当大臣 

（消費者及び食品安全）―  



 

議員提出議案第１９号 

                       

下水サーベイランス事業の実施を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症の５類移行後、感染者数の把握が定点把握に変更されたこともあり、

正確な感染状況が見えづらくなっている現在、今後起こりうる感染のピークや傾向を把握するた

めにも、また、新たな感染症に対応するためにも、「下水サーベイランス（疫学調査）」を全国の

地方公共団体の下水処理場で実施すべきである。 

感染症対策の基本は、適切な検査を正確に行うことが肝要だが、ＰＣＲ検査などでは感染者が

自主的に検査を受けなければ陽性者を特定できず、各地域の感染の広がりの傾向をつかむことは

できない。しかし、「下水サーベイランス」を活用すれば、その地域の「見えない感染を見える化」

でき、感染の初期段階から、医療機関の検査報告よりも早く感染の兆候が分かる可能性があり、

その後の感染の規模や増減の傾向も把握できる。 

内閣官房が、令和４年度に実施した「下水サーベイランスの活用に関する実証事業」でも、そ

の結果報告において「将来の感染状況の予測によって、市民への注意喚起や地方公共団体の体制

整備に活用できる可能性がある」と明記されたところであるが、国におかれては、早急に下記の

措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１．令和５年９月１日にも発足予定の「内閣感染症危機管理統括庁」が司令塔となって、厚生労

働省、国土交通省、各地方公共団体が連携して下水サーベイランス事業を全国展開すること。 

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 

 

令和５年９月２８日 

堺 市 議 会 

 

 内 閣 総 理 大 臣― 

 総 務 大 臣― 

厚 生 労 働 大 臣――各宛 

 国 土 交 通 大 臣― 

内 閣 官 房 長 官― 

 感染症危機管理担当大臣―  



 

議員提出議案第２０号 

                       

脱炭素と自然再興に貢献するサーキュラー・エコノミー 

（循環型経済）の推進を求める意見書 

 
現在、気候変動防止に向けた社会の脱炭素化（カーボン・ニュートラル）や、生物多様性の回

復への自然再興（ネイチャー・ポジティブ）は、人類社会を持続可能なものにする上で、最も重

要な課題の一つとなっている。 

今こそ、資源効率性の最大化と環境負荷の低減の両立をめざして、大量生産から大量廃棄を生

むリニア・エコノミー（直接型経済）から、廃棄される製品や原材料などを「資源」と捉え、循

環させる新しい経済システムであるサーキュラー・エコノミー（循環型経済）への転換が必要で

ある。 

そのためには、日常生活を支えている物品の、材料の生成や加工、製品の製造から廃棄におけ

る、自然の破壊やエネルギー消費を抑制するサーキュラー・エコノミー（循環型経済）へと、ラ

イフスタイル全体を変革する大きな流れを作り出していかなければならない。 

具体的には、家電製品や製紙、衣類など、国民生活に密着した製品の資源循環を推進するため

に、製品を生み出す「動脈産業」と、廃棄物の回収や再利用などを担う「静脈産業」の連携など、

産業構造の構築が重要である。 

そこで政府に対して、循環経済関連ビジネスを新たな成長産業として位置づけ、脱炭素と自然

再興に貢献するサーキュラー・エコノミー（循環型経済）の実現をめざし、以下の事項について

特段の取組みを要望する。 

 

記 

 

１．資源循環を促進するための制度や施設の整備について 

貴金属等の有価性の高い資源が集約されている家電や情報通信機器や、再エネ等の大量導入

により将来は大量廃棄が予想される太陽光パネルや蓄電池の部材等に対して、資源循環を促進

するための制度の創設や適切な運用、精錬技術の開発や施設の整備を促進すること。 

２．動静脈産業の連携による資源循環ビジネスの普及を促進について 

製品の設計や製造の段階から廃棄や再生までの、ライフサイクル全般での環境負荷低減等の

実現をめざして、動静脈産業の連携による資源循環ビジネスモデルの普及を促進すること。 

３．建築物等の長寿命化を促す制度等の創設について 

建築物においても、スクラップ＆ビルドというフロー型から、ストック型への移行が重要で

あり、設計・計画から施工、維持管理までの全体を通して長寿命化やリノベーションによる建

築の価値の最大化を図るために、新たな基準の設定や優遇税制の創設を図ること。 

４．製品の長期利用等に資するビジネスやサービスの普及拡大について 

リファービッシュ品（再生品）の二次流通製品の製品安全担保等に関する環境を整備し、製

品の適切な長期利用を促進するリコマース・ビジネス（中古品取引）を育成するとともに 製

品の長期利用に資する、シェアリング（共有）、サブスクリプション（期間利用）等のサービス



 

の普及拡大を図ること。 

５．地域や施設における資源循環の導入促進について 

地域におけるバイオマスエネルギーの利活用により、森林を保全しつつ、木材・木質資源の

持続可能な活用をめざすフォレスト・サーキュラー・エコノミー（森林・木材循環経済）の実

現や、高齢化に伴い大人用紙おむつの利用が今後増加することを踏まえ、紙おむつのリサイク

ルの普及に向けた自治体や事業者の取組を支援すること。 

６．より多くの古紙が回収・利用される環境の整備について 

紙の資源循環を一層推進するため、洋紙由来の古紙に加えて、段ボール等の板紙由来の古紙

や、これまで焼却処分されていた未利用古紙の活用を促進するために、自治体が定める回収対

象の古紙の範囲を拡大し、出来るだけ多く古紙が回収・利用される環境を整備すること。 

７．衣類の資源循環システムの構築について 

衣類の多くが有効利用されずに焼却・埋立てされている現状に対して、衣類耐久性やリサイ

クルの容易性等を重視した衣類の循環配慮設計を積極的に進めると同時に、グリーン購入法を

通じ、リサイクル素材を活用した衣類を政府や自治体 が積極的に使用すること等で、衣類の循

環市場を育成すること。 

８．建設廃棄物のリサイクルの高度化について 

建設リサイクル法等を通じて建設廃棄物は約９７％が再資源化されているものの再資源化は

ダウンサイクルが中心であることから、水平リサイクル・アップサイクルへの転換を進め、量

と質の両立を図ること。 

９．自然関連及び気候関連の財務情報開示タスクフォースの推進について 

企業が自社の事業活動が自然環境に及ぼす影響や依存度に関して情報を開示する自然関連財

務情報開示タスクフォース（ＴＮＦＤ）と、企業が自社の事業活動が気候変動に及ぼす影響等

の情報を開示する気候関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）に対して、算定基盤の創

設等を率先して進めること。 

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 

 

令和５年９月２８日 

堺 市 議 会 

 

内 閣 総 理 大 臣― 

 総 務 大 臣― 

経 済 産 業 大 臣――各宛 

 国 土 交 通 大 臣― 

環 境 大 臣― 



 

議員提出議案第２１号 

 

ブラッドパッチ療法（硬膜外自家血注入療法）に対する 

適正な診療上の評価等を求める意見書 
 

交通事故、スポーツ、落下事故、暴力など全身への外傷等を原因として発症する脳脊髄液漏出

症 (減少症) によって、日常生活を大きく阻害する様々な症状に苦しんでいる患者の声が、全国

各地から国へ数多く寄せられていた。その後、平成１８年に山形大学を中心に関連８学会が参加

し、厚生労働省研究班による病態の解明が進んだ結果、平成２８年より同症の治療法であるブラ

ッドパッチ療法（硬膜外自家血注入療法）が保険適用となった。 

その結果、それまで高額な自費診療での治療を必要としていた患者が、保険診療のもとにブラ

ッドパッチ療法を受けることができるようになったが、脳脊髄液漏出症(減少症)の患者の中には、

保険適用 J００７―２の要件に掲げられている「起立性頭痛を有する患者に係る者」という条件

を伴わない患者がいるため、医療の現場では混乱が生じている。 

また、その後の研究で、脳脊髄液の漏出部位は一か所とは限らず、頚椎や胸椎部でも頻繁に起

こる事が報告された。ここで、この頚椎や胸椎部にブラッドパッチ療法を安全に行うためには、

Ｘ線透視下で漏出部位を確認しながらの治療が必要であるが、診療上の評価がされていない現状

がある。 

よって政府においては、上記の新たな現状を踏まえ、脳脊髄液漏出症 (減少症) の患者への、

公平で安全なブラッドパッチ療法の適用に向け、以下の事項について適切な措置を講ずるよう強

く要望する。 

 

記 

 

１．脳脊髄液漏出症 (減少症) の症状において、約１０％は起立性頭痛を認めないと公的な研究

でも報告があることを受け、算定の要件の注釈として「本疾患では起立性頭痛を認めない場合

がある」と加えること。 

２．ブラッドパッチ療法（硬膜外自家血注入療法）の診療報酬において、Ｘ線透視を要件として、

漏出部位を確認しながら治療を行うことを可能にするよう、診療上の評価を改定すること。 

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 

 

 令和５年９月２８日 

堺 市 議 会 

 

 内 閣 総 理 大 臣― 

 総 務 大 臣― 

文 部 科 学 大 臣――各宛 

 厚 生 労 働 大 臣― 

国 土 交 通 大 臣― 



 

議員提出議案第２７号 

                       

認知症との共生社会の実現を求める意見書 

 

認知症の高齢者が２０２５年には約７００万人になると想定されている現実に対して、認知症

の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的

に推進するための、共生社会の実現を推進する認知症基本法が先の国会で成立した。現在、政府

において、認知症と向き合う「幸齢社会」実現会議において、認知症の本人及びその家族をはじ

め、認知症に関わる様々な方々から幅広い意見を聴きながら、認知症基本法の施行に先立っての

方針を取りまとめている。 

今こそ、認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個

性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会(＝共生社会)の実現をという目的に向かっ

て、認知症施策を国と地方が一体となって進めて行くときである。 

私たちがめざす共生社会とは、誰もが認知症になる可能性がある中で、生活上の困難が生じた

場合でも、重症化を予防しつつ持てる力を生かしながら、周囲や地域の理解と協力の下、本人が

希望を持って地域の中で尊厳が守られ、自分らしく暮らし続けることができる社会である。よっ

て政府に対して、認知症との共生社会の実現に必要な予算措置も含め、行政の体制を一層強化さ

せ、一刻も早い認知症との共生社会を、各地域で実現することを強く求める。 

 

記 

 

１．認知症基本法の円滑な施行に総力を 

本年６月に成立した「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の施行に向け、立法

の趣旨を踏まえ、円滑な施行に向け、施行後に設置する「認知症施策推進本部」をはじめとす

る準備に万全を期すこと。特に、認知症の本人が、自身が認知症であることを隠すことなく、

朗らかに日常を続けられる様に、認知症に対する偏見や差別を解消するため、古い常識の殻を

破り、基本的人権に根差した希望のある新しい認知症観の確立のために、省庁横断的かつ総合

的な取り組みの推進に総力を挙げること。 

２．地方自治体への支援の強化 

  地方自治体における都道府県認知症施策推進計画･市町村認知症施策推進計画の策定におい

て、今までの延長ではなく、共生社会の実現に向けた統合的かつ連続的な計画の策定を可能に

する専門人材の派遣など、適切な支援を行うこと。また、各自治体が主体的に実効性の高い施

策を自在に展開するために、自由度の高い事業展開と予算措置のあり方を検討すること。 

３．地方自治体の組織体制の強化 

  地域住民に対する法の理念等の普及啓発、安心･安全な地域づくりの推進等、共生社会の実現

を推進する取り組みを、部門間の縦割りをなくして総合的かつ継続的に推進すること。また、

各自治体の施策を適切かつ的確に展開するために、認知症の本人が企画から評価まで参画でき

る体制の整備を検討すること。 



 

４．認知症の人の働きたいというニーズを叶える労働環境の整備 

  認知症の人の働きたいというニーズを叶える環境整備も重要である。若年性認知症の人、そ

の他の認知症の方々の就労や社会参画を支える体制整備を進めるとともに、働きたい認知症の

人の相談体制を充実し、認知症と診断されても、本人の状態に応じて、社会の一員として安心

して生活できる事業者も含めた社会環境を整備すること。 

５．認知症の方を抱える「ご家族」への支援体制の拡充 

  独居や高齢者のみ世帯が急増する中で、一つの事業所で相談から訪問介護、通所、ショート

ステイまで、一人一人の状態の変化に応じて継続的に対応できるオール・イン・ワンの介護保

険サービスを２４時間３６５日提供する小規模多機能型居宅介護サービス事業について、見守

り体制の整備も含めて拡充すること。 

６．身寄りのない方にも柔軟に寄り添い支える社会の構築 

身寄りのない方を含め、認知症になったとしても、その状態に応じて、安全に安心して生活

が出来る社会環境の構築に向け、一人一人の意思を最大限に尊重し総体的かつ柔軟に寄り添い

支える、成年後見制度や身元保証等のあり方について現状の課題を整理し検討を進めること。

また、住まいに課題を抱える方々に対する総合的な相談対応、一貫した支援を行う実施体制を

整備すること。 

７．認知症に関する基本事項を繰り返し国民が学べる環境の整備 

すべての国民が正しく認知症に向き合う社会環境を整えるために、認知症発症予防から人生

の最終段階まで、認知症の容態に応じ、相談先や、いつ、どこで、どのような医療・介護サー

ビス・地域支援を受けることが出来るのか（認知症ケアパス）、更に認知症の人を支える周囲の

人における意思決定支援の基本的考え方や姿勢、方法、驚かせない！急がせない！自尊心を傷

つけない！など配慮すべき事柄等（認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガ

イドライン）を、繰り返し国民が学べる環境を整備すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年１２月２０日 

堺 市 議 会 

 

 内 閣 総 理 大 臣― 

 総 務 大 臣――各宛 

財 務 大 臣― 

 厚 生 労 働 大 臣― 



 

議員提出議案第２８号 

 

医療・介護・障害福祉分野における処遇改善等を求める意見書 
 

介護事業所や障害福祉事業所では、人材の確保・定着が難しく、運営に支障をきたす事態が深

刻になっている。また募集しても応募がなく、公的に定められた人員配置基準は何とか満たした

としても、現場で必要としている職員数に満たない欠員状態が続く事業所が多いのが現状である。 

厚生労働省の賃金構造基本統計調査(２０２２年６月)でも、福祉施設等の介護職員の超過勤務

手当などを含む平均賃金は月額２５万７，５００円で、全産業平均の３４万１００円と比べて、

８万円を超える格差がある。 

今日、最低賃金の引き上げや大手企業を中心にベースアップ (基本給の引き上げ)などによって

賃上げが進む中で、介護職員などへの対策は打たれておらず、賃金格差がさらに拡大している。 

また、８月に出された人事院勧告は民間企業の賃上げをうけてプラス改定となり、私立保育園

等の公定価格や児童養護施設の措置などは４月にさかのぼって増額される一方で、介護報酬や障

害福祉サービス等報酬には反映されない状況である。 

介護や障害福祉を支える職員は、専門職として位置づけられているにも関わらず低賃金、人手

不足による過酷な労働を強いられることが続けば職員の離職に歯止めがかからない状態に陥り、

施設の運営も困難となり、必要な福祉サービスの提供ができなくなる恐れがある。 

よって、政府に対して以下の通り、介護職員等の賃金水準を確保するための制度改革と同時に、

職員の人権を尊重し生活を保障する取り組みを迅速に推進することを強く求める。 

 

記 

 

１．医療・介護・障害福祉分野の賃上げについて、経済対策での処遇改善支援事業を早期に実行

すること。その上で、２０２４年度の同時改定においては物価高騰・賃金上昇等を踏まえ処遇

改善等を行うこと。 

２．新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介護人材確保のため、手当の

支給など、地域医療介護総合確保基金における「新型コロナウイルス感染症流行下における介

護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業」の活用を推進すること。 

３．介護や障害福祉を支える職員は、専門職として位置づけられており、高齢化社会を支える必

要不可欠な人材であることから、公営住宅の空き家の「地域対応活用」を促進すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年１２月２０日 

堺 市 議 会 

 

 内 閣 総 理 大 臣― 

 総 務 大 臣― 

財 務 大 臣――各宛 

 厚 生 労 働 大 臣― 

国 土 交 通 大 臣― 



 

議員提出議案第２９号 

                       

食品ロス削減への国民運動のさらなる推進を求める意見書 

 
食品ロス削減推進法が２０１９年１０月１日に施行され、食品ロス削減に関する普及・啓発が

進められてきた。一方で、農林水産省が公表した２０２１年度の食品ロス量（推計値）は５２３
万トンで、その内訳は事業系食品ロス量が２７９万トン、家庭系食品ロス量が２４４万トンとな
っている。 
現在、世界で約８億人が飢餓に直面していると言われている中で、国連世界食糧計画（ＷＦＰ）

では、飢餓で苦しむ人々のために、年間４８０万トンの食料支援を行っており、日本における食
品ロスとして、まだ食べられるのに捨てられてしまう食料が、その１．１倍以上となっているの
が現状である。 
また食品ロスの削減は、気候変動対策としても大変に重要であり、廃棄における直接的に生じ

る環境影響だけでなく、その生産過程で投入される天然資源やエネルギーの浪費、製造・加工・
流通・卸・小売の各段階でのエネルギー消費など、環境に及ぼす影響は決して少なくはない。 
よって、政府に対して、食品ロス削減推進法に基づき、誰もが取り組める脱炭素アクションと

して、食品ロス削減への国民運動のさらなる推進のために、下記の事項について特段の取り組み
を求める。 
 

記 
 
１．事業者と一体となったエシカル消費の普及促進 

賞味期限や消費期限が近いものから選ぶ「てまえどり」など、エシカル消費の普及啓発を一
層進めるとともに、食品ロス削減を積極的に進める事業者の評価や支援の強化を図ること。ま
た、地域や事業者の食品ロスの計測・公表等の体制を拡充し実効性を強化すること。 

２．食品ロス削減に繋がる小分け包装等の拡大 
食品のロスを防ぐための使用量や頻度に合わせた「小分け包装」や、食品自体の鮮度の保持

や賞味期限等の延長に繋がる容器・包装の改善や工夫の促進、外食産業における「小分け提供」
や「持ち帰り」など、「食べきり」を積極的に進めるための取り組みを一層強化すること。 

３．在庫食品や未利用食品の寄付の普及拡大 
  食品ロス防止のため、子ども食堂・子ども宅食、フードバンク等へ、企業等からの在庫食品
の寄付促進や、フードドライブ（未利用食品の寄付運動）等の利活用で、「もったいない」と「お
すそわけ」の好循環をつくり、国民運動としての取り組みを一層強化すること。 

４．コミュニティフリッジ（公共冷蔵庫）の設置支援 
 事業系の食品ロス削減と子ども食堂等への支援を行うために、企業・商店などから提供され
た食料品等を、地域に設置された冷蔵庫や冷凍庫で保管し、随時必要とされる住民や団体等に
提供するコミュニティフリッジ（公共冷蔵庫）の設置や運営等への支援制度を整備すること。 

５．出荷や加工前に廃棄されている地域の食材の活用 
  食に関わる事業者と野菜等の生産者の連携を促し、色や形における規格外品や、食材の皮や
芯や種など、出荷や加工前に廃棄されている地域の食材を、出来る限り有効に活用する商品開
発や消費の拡大などに取り組む地方自治体等の事業に対して積極的な支援を展開すること。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  
令和５年１２月２０日 

堺 市 議 会 

 

 内 閣 総 理 大 臣―  

総 務 大 臣― 

文 部 科 学 大 臣― 

厚 生 労 働 大 臣― 

農 林 水 産 大 臣――各宛 

 経 済 産 業 大 臣― 

  環 境 大 臣― 

 内閣府特命担当大臣 

（ こ ど も 政 策 ）― 

内閣府特命担当大臣 

（消費者及び食品安全）―  



 

議員提出議案第３０号 

                       

加齢性難聴者に対する補聴器購入に係る公的支援制度の 

創設を求める意見書 
 

加齢に伴う難聴は、日常生活を不便にし、症状の進行により人とのコミュニケーションが難し

くなることで、高齢者の社会的孤立やうつ病、認知症につながるのではないかと考えられている。 

また、平成２７年１月に策定された認知症施策推進総合戦略においては、難聴は、加齢や遺伝

性のもの、高血圧、糖尿病、喫煙、頭部外傷等と併せて認知症の危険因子とされている。 

しかし、日本において補聴器の価格は、安価なものでも片耳で数万円、高価なものでは数十万

円にもなるが、保険適用はされず、全額自費となるため、低所得者にとっては補聴器の購入が困

難な状況であり、そのことが補聴器使用率が欧米諸国と比べて低い要因となっている。 

現在の補装具費支給制度は、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障がい者のうち、障がい

者手帳を所持する両耳の平均聴力レベルが７０デシベル以上の高度・重度難聴者が対象となって

いる。４１デシベル以上の中等度以下の難聴者に関しては、購入後に医療費控除を受けられるも

のの、その対象はわずかで、購入者の約９割は自費で購入せざるを得ない状況にある。 

ついては、国におかれては、「聴覚障害の補正による認知機能低下の予防効果を検証するための

研究」の結果を早期に取りまとめ、加齢性難聴者に対する補聴器購入について、補装具費支給制

度の対象の見直しや新たな公的支援制度を創設するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年１２月２０日 

堺 市 議 会 

 

 内 閣 総 理 大 臣―         

 総 務 大 臣――各宛 

財 務 大 臣― 

 厚 生 労 働 大 臣― 


